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一般 競争入札公告 

 

 沖縄県が発注する「下地島空港保安対策業務委託（Ｒ７）」について一般競争入札に付するので、

次のとおり公告する。 

 

  令和７年３月 14 日 

 沖縄県下地島空港管理事務所長 宮城 稔 

 

 

１ 一般競争入札に付する事項 

 ⑴ 件    名 下地島空港保安対策業務委託（Ｒ７） 

 ⑵ 契 約 の 内 容 仕様書による 

 ⑶ 業務実施場所 下地島空港地内 

 ⑷ 契 約 期 間 令和７年４月１日から令和８年３月 31 日 

 ⑸ そ の 他 本業務は「沖縄県長期継続契約を締結することができる契約を定める条例」

に基づく長期継続契約であり、翌年度において当該契約にかかる歳入歳出予算

について減額又は削減があった場合は、本契約は解除する。 

 

２ 一般競争入札参加資格要件  

    次に掲げる条件をすべて満たす者であること。 

⑴ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しない者であること。 

 ⑵ 宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体ではないこと。 

  ⑶ 次の各号に該当しないこと。 

  ア 暴力団、暴力団員、暴力団関係企業・団体またはその関係者、その他反社会勢力（以下「暴 

     力団等反社会勢力」という。）。 

    イ 暴力団または暴力団員が事業活動を支配する法人その他の団体。 

    ウ 法人でその役員のうち暴力団等反社会勢力に属する者がいる。 

 ⑷ 県税、消費税及び地方消費税の滞納がないこと。 

 ⑸ 社会保険（労働保険、健康保険及び厚生年金保険）に加入する義務がある者については、こ

れらに加入していること。  

 ⑹ 雇用する労働者に対し、最低賃金額以上の賃金を支払っていること。 

 ⑺ 労働関係法令を遵守していること。 

 ⑻ 入札日から落札決定日までの期間に、県の指名停止措置を受けていないこと。 

 ⑼ 競争入札参加資格登録申請書の提出期限日及び入札期日以前６か月以内に、取引銀行におい

て不渡手形及び不渡小切手を出した者でないこと。 

 ⑽ 会社更生法に基づく更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づく再生手

続開始の申立てがなされている者でないこと。 

 ⑾ 入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと。 

⑿ 宮古島市内に本店、支店又は営業所を有すること。 

 ⒀ 警備業法第４条に基づく許可を有すること。 

 ⒁ 過去５年以内に空港保安対策業務の実績を通算１年以上有していること。 

 

３ 入札参加資格の申請方法等 

  当該業務の入札参加を希望する者は、次のとおり提出し、競争入札参加資格の確認を受けなけ
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ればならない。なお、期限までに提出書類を提出しない者及び競争入札参加資格がないと認めら

れた者は、当該競争入札に参加することができない。 

 ⑴ 提出書類 

ア 一般競争入札参加資格登録申請書（以下、「申請書」という。）及び申請書に記載された

添付資料 

イ 誓約書 

ウ 参加資格要件確認書類（労働保険、健康保険及び厚生年金保険） 

エ 入札保証金関係書類（入札保証金の詳細については、後述６に記載。) 

 (ア) 入札保証金を納付する者は、入札保証金納付書発行依頼書 

 (イ) 入札保証金の免除を希望する者は、必要書類 

⑵ 提出期間 この公告の日から令和７年３月 24 日（月）まで（土曜日、日曜日及び祝日（以下、

「祝日等」という。）を除く）の午前９時から午後５時までとする。 

⑶ 提 出 先 〒906-0507 沖縄県宮古島市伊良部字佐和田 1739 番地 

沖縄県土木建築部下地島空港管理事務所  

TEL:0980-78-4184 

⑷ 提出方法  

ア 持参又は郵送（提出期限必着。配達が確認できる方法で送付すること。）。 

イ 提出部数 １部 

⑸ 申請書等に使用する言語  

      申請書等に使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とする。 

⑹ 資格審査の確認結果通知 

令和７年３月 26 日（水）までに通知する。 

⑺ 資格の有効期間  

    この公告に基づき資格を取得した日から本業務に係る契約締結日までとする。 

⑻ 資格審査申請事項の変更 

入札参加者の資格を有する者は、当該資格の有効期間内に次に掲げる事項に変更があったと

きは、遅滞なく資格審査申請事項変更届を提出しなければならない。 

ア 商号又は名称 

イ 住所又は所在地 

ウ 氏名（法人にあたっては、代表者の氏名） 

エ 使用印鑑 

オ 法人にあっては資本金 

カ 電話番号 

⑼ 資格の取消し等 

ア 入札参加の資格を有する者が２に非該当となった場合は、当該資格を取り消し、又はその

事実があった後、県が定める期間は競争入札に参加させない。 

イ 入札参加資格を取り消したときは、当該資格者にその旨を通知する。 

⑽ 契約担当者は、提出された申請書等を競争参加資格の確認以外に提出者に無断で使用しない。 

⑾ 申請書等の修正、差し換え、追加、再提出（以下、「修正等」という。）は提出期限内に限

り認める。 

⑿ 申請書等の受理後、書類内容を審査し、書類の記載漏れや添付漏れがあった場合は、競争参

加資格無しとなり、入札に参加できなくなることがある。 

⒀ 提出された申請書等は、返却しない。 

 

４ 申請書、仕様書、契約条項等の交付方法及び交付期間 
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⑴ 交付方法 沖縄県土木建築部下地島空港管理事務所の公式ホームページに掲載する。 

⑵ 交付期間 この公告の日から入札日まで 

 

５ 入札の日時及び場所  

  令和７年３月 27 日（木）午前 10 時 30 分 沖縄県下地島空港管理事務所 

 

６ 入札保証金に関する事項 

 ⑴ 入札に参加しようとする者は、沖縄県財務規則第 100 条の規定により、見積る契約金額（消

費税込み）の 100 分の５以上（契約保証の予約にあっては 100 分の 10 以上）の金額を県に納付

すること。ただし、次のア又はイのいずれかに該当するときは、入札保証金の全部又は一部の

納付を免除することができる。 

ア 保険会社との間に本県を被保険者とする入札保証保険契約を締結し、その証書を提出する

場合。 

イ 国（独立行政法人、公社及び公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じ

くする契約を締結した実績を有し、これらのうち過去２箇年の間に履行期限が到来した二以

上の契約を全て誠実に履行したことを証明する書面を提出する場合。 

⑵ 入札保証金関係書類提出方法 

ア 入札保証金（現金の場合）を納付する者 

前述３⑴エ(ア)に基づき、県が発行する「歳入歳出外現金払込書」により金融機関で納付

後、入札日前日（当該日が祝日等に当たるときは、これに替えてその日の前日において最も

近い祝日等でない日とする。）午後４時までに当該受領書（写）を提出すること。 

イ 入札保証金の免除を希望する者 

前述３⑴エ(イ)のとおり。 

   

７ 契約保証金 

契約を結ぼうとする者は、沖縄県財務規則第 101 条により、見積る契約金額（消費税込み）の

100 分の 10 以上の金額を県に納付すること。ただし、次の⑴又は⑵のいずれかに該当するときは、

契約保証金の全部又は一部の納付を免除することができる。 

⑴ 保険会社との間に県を被保険者とする契約保証保険契約を締結し、その証書を提出する場合。 

⑵ 国（独立行政法人、公社及び公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じく

する契約を締結した実績を有し、これらのうち過去２箇年の間に履行期限が到来した二以上の

契約を全て誠実に履行したことを証明する書面を提出する場合。 

 

８ 入札について 

⑴ 入札参加者は、「沖縄県土木建築部競争入札心得」、「契約書（案）」及び「仕様書」等を

熟読し、これを遵守すること。 

⑵ 入札金額は、算用数字を用いて正確に記入すること。 

⑶ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100 分の 10 に相当する額を加

算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をも

って落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事

業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の 110 分の 100 に相当する金額を入札書に記

載すること。 

⑷ 第１回目の入札に際し、入札書に記載される入札金額に対応した業務内訳書（様式自由）を

提出すること。業務内訳書には、作成年月日、業務名、業種、種別に相当する項目に対応する

ものの単位、員数、単価及び金額を明らかにし、商号又は名称並びに住所及び代表者名を記載
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するとともに、代表者印を押印すること。 

⑸ この公告の記載に従い、入札書、委任状には委託業務の目的及び委託業務の場所を記入する

こと。 

⑹ 入札者は、自己の印鑑を必ず持参すること。 

⑺ 代理人が入札を行う場合、委任状を持参すること。委任状の提出がない場合は、入札に参加

することができない。なお、委任状は、代理人の印では訂正できない。また、代理人が入札を

行う場合、入札書に代理人の氏名の記載と押印をすること（代表者印は押印しないこと。）。 

⑻ 落札者がいない場合は直ちに再度入札を行う。入札回数は３回（１回目の入札を含む）まで 

 とする。 

⑼ 再度入札を行っても落札者がいない場合は、地方自治法施行令第 167 条の２第１項第８号の

規定に基づき、随意契約ができるものとする。 

⑽ 「沖縄県土木建築部競争入札心得」第２条第４項ただし書きにより、郵送による入札を認め

る。郵送による入札を希望する者は事前に連絡のうえ、次のとおり提出すること。 

ア 配達証明付き書留郵便を持って提出すること。 

イ 令和７年３月 26 日（水）午後４時までに提出すること。 

ウ 二重封筒とし、表封筒に「入札書在中」及び「親展」と朱書きし、中封筒の全てに委託業

務の目的及び入札日時を記載の上封書すること。 

エ 初度入札の入札書在中の中封筒には「１回」と、再度入札の入札書在中の中封筒には「２

回」、「３回」と記載すること。 

⑾ 本入札案件には最低制限価格が設定されているため、その申込みに係る価格が最低制限価格

に満たない者は落札者となることができない。 

 

９ 地方自治施行令 167 条の６第２項に規定する事項 

本公告に示した入札参加資格を有しない者のした入札、申請書等に虚偽の記載をした者のした

入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

 

10 本公告に関する質問及び回答 

質問は質問書により行うこと。質問事項がなければ提出は不要とする。 

⑴ 提出期間 令和７年３月 19 日（水）午後４時まで 

⑵ 提出場所 〒906-0507 沖縄県宮古島市伊良部字佐和田 1739 番地 

沖縄県土木建築部下地島空港管理事務所  

TEL:0980-78-4184 

FAX：0980-78-4016※FAX で提出する場合は、必ず電話で到達確認を行うこと。 

メールアドレス：xx060097@pref.okinawa.lg.jp 

⑶ 回答方法 質問に対する回答書は、令和７年３月 21 日（金）から入札日まで沖縄県土木建築

部下地島空港管理事務所の公式ホームページに掲載する。なお、掲載開始日につい

ては、前後する可能性がある。 

 

11 その他 

⑴ 申請書等の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

⑵ 本業務の一部を他者に委託する場合は、県の承諾を得なければならない。なお、「指名停止

措置を受けている者」、「暴力団員又は暴力団と密接な関係を有する者」への委託については

承諾しない。また、本項に違反した場合、本契約は解除する。 


